



















































































































































































 5.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
 5.1.3 所得状態の推定 
 5.1.4 裁量的課税計算対象発生項目額の比較と税負担に関する検証 
 5.1.5 税コスト削減行動の検証のサンプルセレクション 
5.2 税金費用に関する仮説の検証 
5.2.1 作業仮説の設定 
 5.2.2 裁量的評価性引当率の推定 
 5.2.3 裁量的評価性引当率の比較と税負担に関する検証 
 5.2.4 税金費用の検証のサンプルセレクション 
6 仮説の検証結果 
 6.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証結果 
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  6.1.1 サンプルの選定結果 
  6.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定および比較結果 
  6.1.3 裁量的課税計算対象発生項目額と税負担の関係 
6.2 税金費用に関する仮説の検証結果 
 6.2.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 





第 5 章 繰越欠損金制度改正が企業の利益調整行動に与える影響 

































































6.1.1  親会社の所得状態と連結納税制度適用の関係 
6.1.2  連結納税制度適用と税コストの関係 



























 1 総括 
























































































































































































































































拡充する必要性を提唱するものである。この点に関し，2018 年 2 月 16 日付で公表さ
れた企業会計基準第 28 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」が，繰越欠損
金に係る評価性引当額とそれ以外の発生原因の合計に係る評価性引当額を区分して記
載すべき旨を定めたことは妥当な改正であるといえる。また，繰越欠損金の額が重要
な場合には，これに係る評価性引当額の計上根拠などを記載すべき旨が定められてい
ることも的確であると評価される。しかし，繰越欠損金以外の発生原因に係る評価性
引当額も個別に記載し，重要なものについては計上根拠を示すなど，より開示内容を
充実させるべきである。 
